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情報通信審議会 電気通信事業政策部会 電気通信番号政策委員会 

電気通信番号の犯罪利用対策に関するワーキンググループ（第７回） 

 

１ 日時 令和６年９月３日（火）１５時００分～１６時０１分 

２ 場所 Web会議 

３ 出席者 

（１） 電気通信番号の犯罪利用対策に関するワーキンググループ構成員（敬称略） 

相田 仁、石井 夏生利、大谷 和子（主査代理）、河村 真紀子、野口 貴公美、

藤井 威生、星 周一郞、森 亮二（主査）（以上８名） 

（２） オブザーバー 

警察庁刑事局捜査支援分析管理官 

（３） 総務省 

大村 真一（電気通信事業部長）、五十嵐 大和（電気通信技術システム課長） 

（４） 事務局 

平松 寬代（番号企画室長）、中田 五月（番号企画室課長補佐） 

４ 議題 

（１）ＷＧ報告書（案） 

（２）その他 

 

 

【森主査】  本日は、皆様お忙しいところお集まりいただきましてありがとうございま

した。定刻となりましたので、ただいまから、電気通信番号の犯罪利用対策に関するワー

キンググループ、第７回会合を開催いたします。 

 本日は、構成員は全員御出席、大谷構成員、藤井構成員は、終了の時間次第では途中退

席される可能性があると伺っております。 

 まずは、事務局より、開催について御説明をお願いいたします。 

【事務局】  事務局でございます。まず、事務局より、ウェブ会議による開催上の注意

事項について御案内いたします。 

 本日の会合の傍聴者につきましては、音声及び資料投影のみでの傍聴とさせていただい

ております。事務局においては、傍聴者は発言できない設定とさせていただいております
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ので、設定を変更しないようお願いいたします。 

 また、本日の会合につきましては、記録のため録画をさせていただきます。 

 次に、構成員におかれましては、ハウリング等の防止のため、発言時以外はマイクをミ

ュートにしていただき、映像もオフにしていただきますようお願いいたします。御発言を

希望される際には、事前に、チャット欄に発言したい旨を全員宛てに書き込んでいただく

ようお願いいたします。それを見て、主査から発言者を指名させていただきます。 

 発言する際は、マイク及び映像をオンにして御発言ください。発言が終わりましたら、

いずれもオフに戻してください。接続に不具合がある場合は、速やかに再接続をお願いい

たします。 

 その他、随時チャット機能で全員宛てに御連絡をいただければ、対応させていただきま

す。 

 注意事項は以上になります。 

 続いて、配付資料の確認です。本日の資料は、資料７－１から７－２の計２点となって

おります。 

 事務局からは以上です。 

【森主査】  ありがとうございました。 

 それでは、議事に入ります。本日の議題は、ワーキンググループ報告書（案）でござい

ます。 

 これまでのワーキンググループにおける検討・整理を踏まえて、事務局において報告書

（案）を作成していただきました。これに基づいて議論をさせていただいて、報告書の取

りまとめに進んでいきたいと思っております。 

 それでは、事務局から御説明をお願いします。 

【中田番号企画室課長補佐】  事務局でございます。それでは、資料７－２に基づき説

明させていただきます。資料７－２はＷＧ報告書（案）の概要となってございます。 

 まず、１ページ目でございます。１ページ目におきましては、ＩＰ網への移行等に向け

た電気通信番号制度の在り方といたしまして、本年５月２日に情報通信審議会に諮問させ

ていただきました概要を記載させていただいてございます。 

 ２番目に、本報告書の範囲といたしまして、本報告書ではＩＰ網への移行等に向けた電

気通信番号制度の在り方のうち、３つ目の、電気通信番号の犯罪利用に対する対策につい

て検討を行ったというところを記載させていただいてございます。 
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 ２ページ目でございます。こちらに関しましては、諮問事項の全体概要となってござい

ます。 

 続きまして、３ページ目からが検討の背景となってございます。 

 まず、電気通信番号の犯罪利用の現状でございます。こちらは何度か説明させていただ

いた内容ではございますけれども、特殊詐欺等の電気通信番号を悪用した犯罪というもの

は従来から存在しておりまして、深刻な状況が続いているところでございます。 

 また、特殊詐欺に悪用される電話サービスに関しましては、これまで何度も移り変わっ

ておりまして、対策を講じては新たな手段が登場し、犯罪に悪用される繰り返しとなって

ございます。 

 また、最近では、総務大臣から電気通信番号使用計画の認定を受けた電気通信事業者が、

特殊詐欺に使われると知りながら電話回線を提供したとする詐欺幇助の罪で逮捕・起訴さ

れ、判決に至った例というものも顕在化しているところでございます。 

 ６ページ目、電気通信番号の有限資源性及び社会における位置づけというところでござ

いまして、まず、電気通信番号ですけれども、こちらはＩＴＵ（国際電気通信連合）が定

める国際的なルールによって桁数等の制約がある、有限希少な資源でございます。日本に

おきましては、総務省が番号を管理しまして、必要に応じて電気通信事業者に指定をして

いるところでございます。 

 これら電気通信番号に関しましては、通話サービスだけではなくＳＭＳ等の多様なサー

ビスにも利用されておりまして、国民の社会経済活動を支える基盤となっており、電気通

信番号というものは重要なインフラを構成しているものとなってございます。 

 また、近年、固定電話網のＩＰ網への移行やＩｏＴの普及等によって、電気通信番号の

ニーズは高まっているというところでございます。 

 ７ページ目、電気通信番号を取り巻く社会のあるべき姿というところで、あるべき姿と

して２つにまとめさせていただいてございます。 

 まず１点目としては、国民生活や経済活動において、有限希少な電気通信番号がニーズ

等に合わせて適切に利用できる状態にすること。２つ目としましては、電気通信番号が使

用されているサービスを利用者が安心して使えるようにすることとしておりまして、これ

らを実現するには、総務省、警察庁、電気通信事業者など様々な主体が、それぞれの立場

で対策を講じ、連携していく必要がございます。 

 電気通信事業法に関しましては、電気通信番号の有限資源性を踏まえ、その適正な管理
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を目的に電気通信番号制度を規定しておりまして、犯罪に利用された電気通信番号は、関

係事業者の逮捕や事業廃止によって一定期間使用されなくなるケースも多く、これらは電

気通信番号の有限資源性の観点から問題であると言えますので、この電気通信番号の犯罪

利用対策については、電気通信事業法の範疇において一定の対策を講じることが可能と考

えられるとしております。 

 このため、まずは電気通信事業法の下で講じられる対策を優先的に検討し、その対策の

実効性を評価しつつ、新たに必要な対策については検討を継続していくことが適当。並行

して、事業者による自主的な取組と連携し、制度面、実態面の双方で対応していくことが

適当としております。 

 ８ページ目、電気通信番号制度の見直しの意義でございます。 

 これまで、電気通信番号を活用した犯罪への対策としましては、当該サービスを提供す

る事業者と利用者との間に着目いたしまして、犯罪収益移転防止法ですとか、携帯電話不

正利用防止法等によって、契約者に対する本人確認義務というものが義務づけられてきて

おります。 

 一方、総務大臣による電気通信番号使用計画の認定を受けた事業者が、使用できるよう

になった電気通信番号を特殊詐欺グループに提供し、特殊詐欺の幇助として実刑を受けて

いるケースというものも顕在化してございます。 

 このため、事業者・利用者間のレイヤーより上のレイヤー、すなわち、事業者が番号の

使用が可能になるような段階におきまして、電気通信番号の適正な管理の観点から、電気

通信番号の見直しを行う必要がございます。また、このような見直しを行うことは、特殊

詐欺の犯罪対策としても有効であるとしております。 

 ９ページ目には、特殊詐欺の関連法令の全体像を、参考として掲載させていただいてお

ります。 

 続きまして１０ページ目、対策の検討でございます。 

 まず１つ目、現行の電気通信番号制度といたしまして、こちらは現行制度の概要を記載

させていただいております。 

 現行の電気通信番号制度ですけれども、電気通信番号を利用する電気通信役務の提供を

行う全ての電気通信事業者は、総務大臣による電気通信番号使用計画の認定を受ける必要

がございます。 

 また、その使用計画の認定審査におきましては、欠格事由の該当性と認定基準への適合
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性というものを確認しておりまして、欠格事由については下に示しているように規定して

いるところでございます。 

 また、認定基準等に関しましては、電気通信番号の使用の必要性・公平性・効率性の観

点から規定しております。 

 なお、認定事業者の中には、特殊詐欺に関与して逮捕・起訴され、判決に至った事業者

も存在しますが、そのような事業者に関しましては、現行制度上は欠格事由に該当せず、

そのため、認定の取消しを含めて電気通信事業法上の対応が行われていないというような

現状がございます。 

 続きまして１２ページ以降に関しましては、電気通信番号制度の概要というところで、

参考として、これまで使用させていただきました図等を再掲させていただいているところ

でございます。 

 続きまして、関係者ヒアリングでございます。 

 今般の議論におきまして、電気通信番号を利用した犯罪の現状というところで、警察庁

さんにヒアリングをさせていただきました。 

 警察庁さんからのプレゼンテーションによりますと、令和６年３月末現在の特殊詐欺の

被害に関しては、昨年と比較して、件数として約１７％、被害額は５％減少しております

けれども、１日当たりの被害額は１億円と高水準となっておりまして、依然として深刻な

状況が続いているところでございます。 

 また、電気通信番号を使用した事業者による詐欺の典型例といたしましては、総務大臣

から認定を受け、ほかの事業者から番号の提供を受けて番号が使用可能になった事業者が、

その番号を特殊詐欺グループに提供し、そのグループが番号を使って電話口で詐欺を実行

するというようなケースがございます。 

 ただ、こういった事業者について、詐欺幇助の犯罪で逮捕されるケースというものが複

数ございましたけれども、そういった事業者については、会社自体が解散されたという例

は少なく、登記上は存在していることが多いというのが現状でございます。そのため、そ

のような事業者が経営者や社名等を変更するなどして活動を再開するということが懸念さ

れております。 

 また、電気通信番号の利用停止等を行っておりますけれども、そちらについては対症療

法でありますので、事業者だけの取組には限界があることから、制度上の対応が重要。ま

た、認定の取消しを含めて、市場から排除できるような仕組みが望まれる。短命覚悟で悪
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意を持って参入してくる事業者に大量の番号が販売されないような仕組みが望まれるとい

うような意見をいただいているところでございます。 

 また、消費者団体として、主婦連合会の河村構成員からプレゼンテーションをいただき

まして、その中で、電話サービスの詐欺利用に関しては、これまでも対策が行われてきた

が、現状、問題解決には至っていないことから制度整備が必要である。 

 また、総務省が公表している電気通信番号使用計画の認定を受けた事業者リストを公開

しているが、その中に特殊詐欺に関与し逮捕・起訴、有罪となった事業者が存在している

のは問題である。 

 番号を悪用する認定事業者については、認定を迅速に取り消し、また、再認定が容易に

行われないような制度を整備することが必要。総務省が認定する際に、番号の不適正利用

のおそれが疑われる事業者については認定を行わないための仕組みが必要。また、卸提供

を含めて、番号の提供を行う際には、番号が不適正に利用されないための対策を講ずるべ

きではないかといった御意見のほうをいただいております。 

 また、事業者におきまして、電気通信番号の犯罪利用対策として実施していただいてい

る主な取組について、ヒアリングのほうさせていただきました。 

 事業者からは６つの取組について紹介がありましたけれども、こちらについては、具体

的な内容ですとか粒度にはばらつきがあったところでございます。 

 また、事業者からは以下のとおり意見をいただいておりまして、提供先事業者が怪しい

かどうか判断基準がなく、あらかじめ判断することは困難である。事業者に取組の義務づ

けをする場合であっても、過度なものとならないよう、実行可能性の観点からも検討が必

要。事業者が実施している取組の一部については、既に実施しているものもあるため、義

務化に問題はないといった御意見をいただいてございます。 

 また、事業者団体である一般社団法人日本ユニファイド通信事業者協会（ＪＵＳＡ）さ

んから、電気通信番号の犯罪利用対策として行っている取組を御紹介いただきました。 

 その中で、４つ目でございますけれども、総務省との連携の下、ＴＣＡ、ＪＡＩＰＡ等

と協力して、事業者による自主的な評価制度を構築中という御紹介がございまして、こち

らに関しましては、２１ページ目の右下のほうに概要を記載させていただいているところ

でございます。 

 また、同じく事業者団体である一般社団法人電気通信事業者協会（ＴＣＡ）さんからは、

番号利用停止等スキーム等について御紹介いただきまして、関係機関と連携した取組によ
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って、特殊詐欺に利用された固定電話番号等の悪用への対策に寄与していただいていると

いう御紹介をいただいたところでございます。 

 続きまして、２３ページ目からが対策の方向性でございます。 

 まず２４ページ目、対策の方向性でございます。現行制度の確認ですとか、関係者ヒア

リングに基づいて、構成員等から得られた主な意見は次のとおりといたしまして、上のほ

うにまとめさせていただいているところでございます。 

 主な意見でございますけれども、３つ目でございますが、現行の認定基準は、公平、効

率的な電気通信番号の使用の観点からのみ規定されているが、番号の不適正利用のおそれ

が疑われる事業者の認定を行わない制度上の仕組みが求められる。 

 また、現在の番号制度では、特殊詐欺などの犯罪に関与したことをもって認定の欠格事

由とすることはできず、総務省が公開する認定事業者リストに引き続き掲載されているこ

とは問題。番号の提供元事業者が提供を行う際に対策を講じることが有効との意見をいた

だいておりまして、これらを踏まえまして、電気通信番号制度の具体的な見直しの方向性

として、欠格事由、事業者の取組、認定基準、認定の取消事由について見直しつつ、運用

も工夫することが適当としております。 

 ２５ページ目以降に、それぞれについての具体的な方向性について記載させていただい

ております。 

 まず２６ページ目、対策の方向性として、欠格事由の見直しの①でございます。 

 欠格事由に関しましては、行政庁の判断によって、許認可の対象として適切でないと考

えられる者をあらかじめ許認可の対象から排除するものでございます。 

 しかし、行政庁の裁量が過大にならないよう、その内容に関してはあらかじめ明確に示

すこと、また、一般国民の経済活動の自由等を制限するという側面もあるため、内容につ

いては合理性、必要性があることが求められるとしております。 

 電気通信番号の特殊詐欺への犯罪利用を排除し、電気通信番号の適正な管理を担保する

という目的に鑑みると、今般の見直しにおいて欠格事由に追加する項目としては、特殊詐

欺として立法事実のある犯罪とすることが適当である。 

 令和３年から５年における特殊詐欺の罪状を踏まえれば、欠格事由として規定すること

に適切な犯罪は、窃盗、詐欺及び電子計算機使用詐欺が適当と考えられるとしてございま

す。 

 ２７ページ、見直しに係る運用について、先ほどの前ページの内容ですけれども、特殊
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詐欺として立法事実のある犯罪を欠格事由に追加するに当たっては、当該事由が、現行の

欠格事由とは異なり総務省が所管していない法令に関するものとなることから、その適切

な運用が課題になるとしてございます。 

 一方、所管外の法令を欠格事由として規定している例に関しましては、ほかの法律にお

いても存在しておりまして、その理由としては、欠格事由に該当しない旨の誓約書を提出

した上で、当該誓約書に疑義があると認められる場合は、市町村等に犯歴等の照会を行う

としていることが一般的でございます。 

 したがって、番号制度におきましても、認定の申請時に欠格事由に該当しない旨の誓約

書面を提出させることによって、欠格事由該当性を判断する運用とすることが考えられる。

また、認定後においても欠格事由の非該当性を担保するため、電気通信事業報告規則第８

条に基づく電気通信番号の使用状況報告で、欠格事由該当性の有無についても報告を求め

ることが考えられるとしております。 

 ２８ページ目、対策の方向性として、欠格事由の見直しの②でございます。 

 現行制度の認定の欠格事由におきましては、認定の取消しを受けた者に関する規定はご

ざいません。認定の欠格事由に関しましては、一般的に、当該許認可を取り消された者が

規定されていることが多く、これは許認可を取り消されたような者が直ちに当該許認可の

申請を行っても、当該許認可を受けるに適切ではないと考えられるためでございます。 

 後述いたします事業者の取組の義務づけを行う場合には、当該取組が講じられず、電気

通信番号の管理がずさんで特殊詐欺等の犯罪の温床になっているなど、公共の利益が阻害

されていると認められるようなときは、認定の取消しの対象となり得ます。そして、この

ような事由で認定の取消しを受けた者に関しましては、当面は電気通信番号の適切な使用

が期待できないと考えられるところでございます。 

 このため、今般の見直しに合わせまして、欠格事由に認定の取消しを受けた者を追加す

ることが適当と考えられるとしているところでございます。 

 以上が欠格事由の見直しでございまして、次に、事業者の取組について御説明させてい

ただきます。 

 まず、事業者の取組ですけれども、欠格事由の追加によりまして、制度上、番号の特殊

詐欺への使用を排除し、番号の適正な管理が一定程度可能となりますけれども、こちらに

関しては限界があると考えられる。このため、実態として悪質事業者に番号を特殊詐欺に

使わせないようにすることが、番号の有効利用を図る上で重要としております。 
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 一般的な特殊詐欺の実態といたしましては、特殊詐欺に関与する事業者は、ほかの事業

者から卸電気通信役務の提供を受けて番号の提供を受けているというところを踏まえます

と、事業者がほかの事業者に番号を提供しようとする際に、何らかの取組を講じるよう義

務づけることによって、特殊詐欺に関与する悪質事業者に番号を流通させないようにする

ことが有効でございます。 

 この取組の義務づけの対象とする電気通信番号の種別に関しましては、合理性、必要性

の観点から、特殊詐欺に利用されているエビデンスのある固定電話番号、音声伝送携帯電

話番号及び特定ＩＰ電話番号とすることが適当であるとしてございます。 

 具体的に義務づける事業所の取組に関しましては、関係者ヒアリングですとか構成員等

の意見を踏まえますと、卸先事業者に対する電気通信番号使用計画の認定の確認、提供番

号数の制限、本人確認、当人確認、与信審査、二次卸の禁止が考えられます。 

 一方で、取組の効果と、これを行うことによる社会的影響等を考慮いたしますと、電気

通信番号使用計画の認定の確認と、提供番号数の制限を義務づけの対象とすることが適当

であるとしてございます。 

 犯罪に関与している事業者に関しましては、そもそも電気通信番号使用計画の認定を受

けていない場合、認定を受けていても他人の名義を無断で使用している場合、他人の名義

を合意の上で使用している場合の３つのケースというものがあり得ますけれども、これら

に関しましては、電気通信番号使用計画の認定の確認と提供番号数の制限を義務づけるこ

とによって、犯罪に関与している事業者に電気通信番号が流通することを防止するのに大

きな成果を得られると考えられるとしております。 

 一方で、特殊詐欺に悪用される電話サービスに関しましては、これまでも移り変わって

おり、対策を講じても新たな手段が登場し、犯罪に悪用されてきたということを踏まえま

すと、引き続き状況を注視し、必要な場合には新たな対策を講じることが必要であるとし

ております。 

 また、制度面の対応のみならず、例えば、先ほど御紹介いたしましたＪＵＳＡの事業者

団体が中心となって構築を検討している評価制度など、事業者による自主的な取組と連携

し、制度面、実態面の両面から相互補完していくことが有効である。このためにも、総務

省は当該評価制度を重要な取組と位置づけて支援し、業界にビルトインしていくことが重

要としてございます。 

 下に、事業者の取組に関しての実施の概要と義務づけの有無についてまとめさせていた
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だいているところでございます。 

 ３２ページ目以降が、各取組に関しての具体的な方向性の内容となってございます。 

 まず、電気通信番号使用計画の認定の確認でございます。 

 番号を使用する全ての事業者に関しましては、総務大臣による電気通信番号使用計画の

認定を受ける必要がございまして、認定を受けていない事業者に番号の提供を行うことは、

番号の適正な管理の観点からも問題である。このため、番号を提供しようとする際には、

契約の相手方事業者が総務大臣から使用計画の認定を受けていることを確認するよう義務

づけることが適当である。 

 具体的な確認方法については、契約の相手方が受けている認定に応じて、次のとおりと

することが適当であるとしておりまして、指定事業者・非指定事業者に関しましては、総

務大臣が発行する電気通信番号使用計画の認定書または変更認定書。みなし認定事業者に

関しましては、当該事業者が作成した標準電気通信番号使用計画、及び総務大臣が発行い

たします電気通信事業者の登録または届出番号の通知書としております。 

 これらの確認方法に関しましては、運用の確実性及び安定性の観点から、認定証等の書

面による確認と、また、事業者の自主的な取組として、総務省が公表している事業者リス

トとの照合や、ＪＵＳＡ等の事業者団体が中心となって構築を検討している評価制度等の

参照が考えられるとしております。 

 また、確認の対象に関しましては、事業者のほうから、①音声伝送携帯電話番号は対象

外としてほしい、②事業者の負担の観点から、既存の卸先事業者は対象とせず、新規だけ

にしてほしいといったような意見がございましたけれども、①に関しましては、既に特殊

詐欺に利用されているエビデンスに基づきますと、音声伝送携帯電話番号も対象とするこ

とが合理的であるとしてございます。また、②に関しましては、事業者に一定の負担を課

すものの、本確認の義務づけの目的が、電気通信番号の特殊詐欺での利用排除というとこ

ろを踏まえますと、事業者の負担はこの目的を超えて考慮されるべき理由ではないと考え

られる。また、既存の事業者の中にも特殊詐欺に関与する者がいる可能性が否定できない

ことも踏まえれば、確認の対象とする事業者は、既存の卸先事業者を含む全ての事業者と

することが適当である。 

 一方、本義務づけによる事業者の負担を考慮し、その施行時期については一定の時間を

設けるなど、配慮を検討することが適当であるとしてございます。 

 また、現行の制度におきましても、電気通信事業者が電気通信番号を使用する卸電気通
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信役務の提供を行う際には、卸先事業者がその認定を受けていることを確認することが定

められてございますけれども、今般の見直しに合わせて一元化することが適当であるとし

ております。 

 ２つ目、番号の提供数の制限でございます。 

 最近では、短命覚悟で悪意を持って参入してくる事業者が増加傾向にありまして、特殊

詐欺に使用された番号に関しましては一定の期間使用されないようなケースも多く、番号

の有限資源性の観点から問題でございます。 

 このため、短期間で電気通信番号特殊詐欺に使用する意図を持った事業者が番号を使用

できないよう、事業実績を確認し、実績の少ない事業者に対して提供する番号は必要最小

限に限ることが有効であると考えられます。 

 本件に関しましては、事業者からおおむね賛成の意見が得られた一方で、運用に関する

意見がございました。例えば、善良な事業者にとっては過度な規制とならないようにして

ほしいですとか、一律に制限ではなく例外規定を設けてほしい。例外規定については、事

業者の判断に委ねられると運用にばらつきが出ることから、明確な基準を定めてほしいと

いったような意見をいただいてございます。 

 本取組に関しましては、継続的に事業を行わず、番号が効率的に使用されないリスクが

高い場合を排除することが目的であるということに鑑みれば、一律に制限を行う必要はな

いものと考えられ、事業継続可能性等の電気通信番号の効率的な使用が客観的に判断でき

る場合については、制限の例外として定めることが適当であるとしてございます。 

 また、例外の基準に関しましては、例えば卸先事業者が電気通信事業を含む業に係る製

品・サービスの提供を６か月以上行っていると確認できる場合、卸先事業者が法人である

場合を基本とすることが考えられますが、制限数を含めてその具体的な内容につきまして

は、例えば法人であれば例外としても問題はないのではないかという点も含めまして、電

気通信番号の特殊詐欺への悪用の実態ですとか、関係者等の意見を踏まえながら総合的に

判断し、総務省において検討を進めていく必要があるとしております。 

 また、その検討におきましては、例外が多く細か過ぎると安定的な運用に支障が生じる

こと、電気通信事業の発展の観点からは、新規参入者への過度な規制を行うべきではない

こと、犯罪の手口を踏まえて不断の見直しが必要であることも考慮する必要があるとして

ございます。 

 また、制限する番号の提供数に関しましては省令で規定とすることとし、必要に応じて
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改正することが適当であるとしてございます。 

 続きまして、本人確認でございます。契約時の本人確認に関しましては、犯収法及び携

帯電話不正利用防止法でも義務づけられていることを踏まえますと、これを義務づけても

事業者には新たに大きな負担を課すものではないと考えられるとしております。 

 一方で、電気通信番号使用計画の認定手続におきましては、電気通信事業の登録または

届出の有無を確認しておりますけれども、この登録または届出の手続の際には、登記事項

証明書ですとか住民票の写しが提出されております。このため、電気通信番号使用計画の

認定を行えば、本人確認を行ったと言えるというところでございますので、新たに本人確

認を義務づけることは重畳的な義務づけになりかねず、認定の確認で足りると考えられる

としてございます。 

 また、当人確認でございますけれども、短命覚悟で悪意を持って参入してくる事業者が

増加傾向にあるということを踏まえますと、この当人確認は有効であると考えられる。 

 一方で、当人確認の義務づけに関しましては、犯収法におきましてもハイリスク取引に

限定されており、この実施を求めることは事業者の負担が大きいと考えられる。このため、

番号制度におきましては、電気通信番号使用計画の認定の確認を確実に実施することとし、

当人確認の義務づけについては状況を見ることが適当であるとしております。 

 また、与信審査に関しましても、短命覚悟で悪意を持って参入してくる事業者に関しま

しては有効な手段となり得るとしておりますけれども、与信審査に関しましては、番号の

卸元事業者が経営リスクの判断のために行うという要素が高く、事業者の財務状況をもっ

て番号の提供を行わないとすることは差別的取扱いを行うこととなりかねないというとこ

ろで、与信審査の義務づけは行わないことが適当であるとしております。 

 また、二次卸の禁止に関しましても、総務大臣による認定制度を悪用し、認定を受けた

事業者から番号を入手して特殊詐欺の犯人グループに電話サービスを提供するケースが存

在しているということから、二次卸を禁止することに関しましては有効な手段と考えられ

る一方で、現実的には、二次卸を含む卸提供は既に多く実施されておりまして、この中で

特殊詐欺の犯罪に関与している事業者はごく一部に過ぎないところでございます。このた

め、二次卸の禁止に関しましては、事業者に対する過度な規制となりかねず、また社会的

影響も大きいというところから、この義務づけについては見送ることが適当であるとして

おります。 

 ３６ページ目に関しましては、事業者の取組と番号の犯罪利用対策の整理というところ
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でまとめさせていただいているところでございます。 

 続きまして、対策の方向性の３つ目、認定基準の見直しでございます。現行制度におき

ましては、認定基準を電気通信番号の使用の必要性・公平性・効率性の観点から定めてお

ります。 

 また、前述した事業者の取組の義務づけの新設を踏まえますと、その取組が適切に講じ

られることを認定基準に追加することが適当であるとしております。 

 また、認定後も認定事業者が当該取組を適切に講じていることを担保する必要がござい

ますので、この確認を容易に行うために、例えば電気通信事業報告規則第８条に基づく電

気通信事業の使用状況報告におきまして、みなし認定事業者を含む全ての事業者から、電

気通信番号を使用する役務の卸元事業者の報告を求めることが考えられるとしておりまし

て、具体的な方法につきましては、総務省において検討を進めることが適当であるとして

ございます。 

 最後、認定の取消事由の見直しでございます。現行制度におきましては、認定の取消事

由としまして、特殊詐欺の犯罪への関与に関する規定はございませんけれども、欠格事由

への該当性が取消事由の一つとして規定されているところでございます。 

 前述のとおり、電気通信番号を特殊詐欺に悪用した場合が欠格事由に追加される場合に

関しましては、これも認定の取消事由に該当することになりますので、実質的には認定の

取消事由が追加されることとなります。このため、当面はこれで足りると考えられるとし

ているところでございます。 

 最後、今後の対応でございます。 

 まず、現行の電気通信番号制度については、以下の見直しを行い、対策を着実に講じて

いくことが適当としておりまして、これまでの議論をまとめさせていただいているところ

でございます。 

 まず、欠格事由としましては、特殊詐欺として立法事実のある犯罪、窃盗、詐欺及び電

子計算機使用詐欺、及び認定の取消しを受けた者を追加する。欠格事由に該当しないこと

を誓約する書面の提出を求めるとともに、電気通信事業報告規則第８条に基づき、電気通

信番号の使用状況報告の際に、欠格事由の該当性の有無について報告を求める。 

 また、事業者の取組関係といたしましては、電気通信番号を使用した卸電気通信役務を

提供する際、既存の卸先事業者を含め、全ての事業者に次の取組を行うことを義務づける

ことといたしまして、電気通信番号使用計画の認定を受けていることの確認、継続的に事



 -14-

業を行わず、電気通信番号が効率的に使用されないリスクが高い事業者への電気通信番号

提供数の制限。 

 また、認定基準関係といたしましては、認定基準に義務づけられる取組が適切に講じら

れることを追加する。 

 当該取組が適正に講じられているか容易に確認できるよう、電気通信番号の使用状況報

告に係る制度を見直すとしております。 

 また、これら見直しの具体化に当たりましては、関係事業者等と連携の上、電気通信事

業の発展と電気通信番号の有限資源性のバランスを図りながら検討を行うこととし、着実

に運用していくことが重要としております。 

 その上で、本見直しの施行後は、その実効性を評価するとともに、電気通信番号の特殊

詐欺の犯罪利用の動向を注視し、必要に応じてさらなる対策を検討していくことが適当。 

 その中には、例えば今般の見直しを徹底するという趣旨で、欠格事由の誓約書に虚偽記

載をした場合の制裁を科すことや、事業者の取組を追加するということが考えられる。 

 また、電気通信番号の適正な管理は、制度面及び実態面の両面から相互に補完していく

ことが重要であり、総務省は、ＪＵＳＡ等の事業者団体が中心となって構築を検討してい

る評価制度のような事業者による自主的な取組と、引き続き連携を強化していく必要があ

るとしているところでございます。 

 ４３ページ目以降は参考資料でございまして、電気通信番号の犯罪利用対策に関するワ

ーキンググループの情報と、これまでの検討の中でいただきました構成員等の意見の概要、

また５４ページ目からは、電気通信事業法等の参照条文について記載させていただいてい

るところでございます。 

 以上が資料７－２の説明となってございます。 

 事務局からは以上です。 

【森主査】  御説明ありがとうございました。 

 それでは、ただいま、御説明いただきましたワーキンググループ報告書案につきまして、

御意見、御質問がありましたらお願いいたします。いかがでしょう。 

 それでは、相田先生、お願いいたします。 

【相田構成員】  相田でございます。おまとめいただいた内容につきましては、これま

での議論を反映したものと思っております。 

 その上で一つ質問させていただきたいのですが、二次卸の禁止に関して、実態で非常に
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行われているということでもって、一律禁止ではないということなんですけれども、番号

の提供数を制約するということもありますので、例えば個々の事業者さんが、新たに来ら

れたお客さんに対しては二次卸は駄目、しないでくださいねということを求める、でもほ

かのお客さんに対しては二次卸を許しているというようなことが、いわゆる電気通信事業

法の６条でいう不当な差別というようなことには当たらないのか。 

 とにかくそういうことで、一部のお客さんに対しては二次卸禁止の契約を結び、別のお

客さんに対しては二次卸を認める契約を結ぶというようなことは問題ないのかということ

を、ちょっと確認させていただければと思います。 

 以上です。 

【森主査】  相田先生、御質問ありがとうございました。正当な理由があると言えるか

ということになると思いますが、事務局から御説明をいただいてもよろしいでしょうか。 

【平松番号企画室長】  事務局の平松でございます。相田先生、御質問どうもありがと

うございます。 

 すみません、質問の内容について確認させていただきたいのですが、今回、二次卸の禁

止については見送るということにさせていただいておりまして、二次卸の禁止をすること

が利用の公平に反するかどうかという点には、ひとまず今回は見送るということで該当し

ないと思っておりますがいかがでしょうか。 

【相田構成員】  個々の契約において、事業者間の契約として、もう二次卸はしないで

ねというような条項を契約に盛り込むことは認められるのかという質問なんですけれども。 

【平松番号企画室長】  それはケース・バイ・ケースで、どういう場合に二次卸を禁止

しているかによるのですけれども、公平な利用の観点でいうと、正当な理由があるかどう

か、それが不当な差別的取扱いになるかどうかというところになってまいりまして、一律

に二次卸を禁止しているということが、理由があるかどうかによってくるのかなと感じて

いるところです。 

 今のところ、現時点で個別に二次卸を一律に禁止しているというような例を把握はして

いないので、内容がどういうものかについては分かりかねますが、法律上の解釈でいうと、

正当な理由があるかどうか、不当な差別的取扱いをしてもなお正当な理由があるかどうか

というところにかかってくるのかなと感じるところでございます。 

【相田構成員】  そうすると、制度的に禁止されていない以上、個々の契約において二

次卸を禁止するというんでしょうか、二次卸をしないよう求めることは、やっぱり難しそ
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うということでしょうかね。 

【平松番号企画室長】  そうですね。個々の正当な理由があるかどうかというところに

も関わってくる話なので、一律にどうかというところは、ケースを見てみないと分からな

いかなと感じております。 

【相田構成員】  分かりました。ありがとうございました。 

【森主査】  ありがとうございました。今の御質問は重要な問題点の御指摘かなと思っ

ていまして、今後多分、犯罪利用が下で、自分たちの直の卸先の場合はある意味、いろん

な確認手続は自分でやっているわけですから、それはもう自分の責任なわけですけれども、

さらにその下、卸した下がさらに卸した先で問題になったりしたときに、これから、私は

ある程度、どこで発生したか、指定事業者がどこだったか、さらに言うと、ここで非常に

多くの犯罪利用が発生した場合、元をたどればこの事業者から出発しているところが多い

んじゃないかということは、やっぱり評価上、問題にすべきではないかと思っていまして、

それは偶然ですということなのかもしれませんけれども、そうでないような偏りがある場

合には、そこにまた何らかの対策の契機があるというふうに考えられるんじゃないかと思

います。 

 そう考えたときに、そうなってくると、自分の下で犯罪が発生したら困ると。そう考え

ることは、それは犯罪利用が発生したら困ると考えることは非常に健全なことなので、し

たがって、確認手続をしっかり取って１回卸す分にはいいけれども二次卸は禁止するとい

うことは、契約としては合理性がないわけではなくて、正当な理由があると言える余地も

あるのかなと思いもするんですけど、それはちょっと、周辺環境に依存するというところ

もありますので、つまり、自分の卸先で犯罪利用が発生したら困るというふうに事業者が

思うことが、それが合理性があるのかどうかというようなこともあるかと思いますので、

今後の状況次第ではそういうプラクティスも出てくるのかなと思いますので、その時にま

た改めて議論をさせていただきたいと思いますけれども、私は、今の話はそういう意味の

ある問題点の御指摘ではなかったかなというふうに感じました。ありがとうございました。 

 ほかに御意見、御質問ございましたらお願いいたします。 

 藤井先生、お願いいたします。 

【藤井構成員】  藤井でございます。まとめていただきましてありがとうございます。

方向性については、私はこの内容で問題ないかと思っております。 

 この電気通信番号の特殊詐欺利用は、いたちごっこだというところもあるので、報告書
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にも、見直す方向性があれば見直しますというような文章が入っていると思います。この

辺りの、実効的にどういう状況になっているかというのを追っていくというところが非常

に重要だと思いますので、その辺りは総務省さんで取り組んでいただければと思います。 

 あと、電気通信番号の番号数の制限については、まだ具体的にどうするかというところ

が残っているのではないかと思いますので、この辺りについても今後、総務省さん及び関

係する検討会等で検討していくことになるのではないかと思いますので、しっかり進めて

いただければと思っております。 

 以上でございます。 

【森主査】  藤井先生、コメントありがとうございました。重要な御指摘であったかな

と思います。 

 ほかに御意見、御質問ございましたらお願いいたします。 

 本件ここまで、かなり細かい粒度でといいますか、この報告書案に近い形での議論とい

うのが既に重ねられてきておりますので、特に御質問、御質問等はないかもしれませんけ

れども―。石井先生、お願いいたします。 

【石井構成員】 お取りまとめありがとうございました。対策の方向性については私も全

く異存ありません。 

 確認として１つお聞きしたい点があります。事業者の取組の中の、番号の提供数の制限

のところ、スライドだと３３ページあたりですが、こちらでおまとめいただいている方向

性としては、基本、制限を設けるということを軸にして、例外として、真ん中辺りでしょ

うか、例外の基準が２つ書いてあり、こういう場合は制限を設けなくてもいいのではない

かという整理になっていると理解しています。他方、最後の文章のところでは、電気通信

番号が効率的に使用されないリスクの高い事業者への電気通信番号提供数の制限というよ

うに書かれていて、リスクが高い場合に制限を設けるというように読めなくもないと思い

ました。 

 書きぶりについても省令で番号提供数などを整理することになってくると思うのですが、

原則的に上限を設けて制限をかける形にするのか、リスクの高い事業者だけ制限の対象と

するのか、書きぶりだけかもしれないのですが、実際の運用のときに、もしかすると事業

者が迷う場面が出てくるかもしれません。特に「リスクが高い事業者」となると、リスク

評価はどうするのかといった話が出てきそうな気がします。細かい点ですが、念のため確

認をさせていただきたいなと思いました。原則と例外をどう位置づけるのかということで
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す。 

【森主査】  ありがとうございます。今の御質問は、今のところ原則として提供数制限

をして、類型的にリスクが低いのではないかと思われる場合について提供数制限を抜いて

いるけれども、考え方としては、リスクの高そうな場合に限って提供数制限をつけるとい

うこともあるんじゃなかろうかという、そういう御指摘ですか。 

【石井構成員】  報告書の中で、事業者の取組の番号の提供数の制限のところで、具体

的には、原則として制限を設けるという書き方になっていると思うのですが、一番最後の、

報告書でいうと２７ページ目辺りを見ると、リスクの高い、継続的に事業を行わず電気通

信番号が効率的に使用されないリスクが高い事業者への電気通信番号提供数を制限すると

なっておりますので、「リスクの高い事業者」がどういう事業者かを評価しなければならな

くなるという気がしたということです。 

【森主査】  ありがとうございます。分かりました。 

 やっぱりそれはなかなか、高いほうを判断するのは難しいんじゃなかろうかという話だ

ったと思いますので、やっぱり概要版にそろえていただくのかなと思いますが、今の点、

事務局的にはいかがでしょうか。 

【平松番号企画室長】  事務局、平松でございます。石井先生、御質問どうもありがと

うございます。 

 石井先生の御認識のとおりでございまして、原則として番号の提供数を制限します、そ

の上で問題がない場合についての例外を定めていく、それを今後、具体的な制度設計をし

ていくというふうに考えてございます。 

 すみません、４２ページ目のこちらの記載については、その例外を取り除いたものがリ

スクが高い事業者になるのかなというところで、例外とか書くとちょっと長くなりますの

で簡潔にしてしまったところでございますが、後で見直しまして、全体を眺めてみて、混

乱が生じないようにしたいと思っておりますし、実際に運用の中で事業者さんが判断が迷

わない形できちんと回していくことができるようにしていくということは、これはもちろ

ん重要な点だと思っておりまして、その点も留意しながら検討していきたいと思ってござ

います。 

 以上です。 

【石井構成員】  ありがとうございます。よく分かりました。 

 細かいところでもう１つだけお聞きしたいのですが、よろしいですか。 
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【森主査】  どうぞどうぞ、お願いします。 

【石井構成員】 最後のところ、本見直しの施行後は、スライドでは４０ページですが、

「その実効性を評価するとともに電気通信番号の特殊詐欺の犯罪利用の動向を注視し」と

なっておりますが、特殊詐欺に限定せずとも、様々な手口で色々な犯罪が出てくるかもし

れないので、「電気通信番号を用いた様々な犯罪利用等を注視し」とか、その範囲を広げて

おき、新しい動向にも対応できるようにしていただくとよろしいかと思いました。また、

同じパラグラフのところで、「事業者の取組を追加することが考えられる」という書きぶり

になっているのですが、今回見送った取組があると思いますので、追加というよりは、既

に上がっているものを改めてまた検討する、例えば、二次卸の禁止などを、今後、状況の

変化に応じては改めて検討することがありますよという書きぶりにしていただければ良い

と思いました。 

 私からは以上になります。 

【森主査】  石井先生、ありがとうございました。非常に文章も厳密にチェックしてい

ただいて、ありがとうございます。事務局のほうで御参考の上、修文を検討していただけ

ればと思います。ありがとうございました。 

 それでは、大谷さん、お願いいたします。 

【大谷主査代理】  日本総研の大谷です。私も、今回の報告書の取りまとめの内容です

とか、御説明いただいた資料についても、基本的に賛同の立場でございます。 

 そこで、今回の制度改定によって、全体的に電気通信番号の使用状況の透明化や可視化

が図られることに大きく期待をしていますし、その結果として犯罪利用のが減っていくこ

とを大いに期待しているところです。今回、使用状況報告で、例えば卸元事業者を明記し

てもらったり、あるいは欠格事由への該当有無を書いていただいたりすることで、より明

確になっていくと思うんですけれども、この使用状況報告そのものがどのぐらいちゃんと

出ているのかについて、これまでにも事務局から御説明はあったと思うんですけれども、

改めて確認をさせていただければと思います。よろしくお願いいたします。 

【森主査】  ありがとうございました。 

 いかがでしょうか。 

【中田番号企画室課長補佐】  事務局でございます。使用状況報告がどの程度出ている

かというところでございますけれども、まず、全ての事業者について出ているかというと

ころに関しましては、そもそもみなし認定事業者というのが、この使用状況報告の際に初
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めて総務省としても把握できるような内容となってございますので、実際のところ、その

総数がどの程度出ているかというところに関しては、全ての事業者というところを把握で

きていないというところもございますので、何とも言えないところでございます。 

 一方で、指定事業者については全事業者さんから使用状況の報告をいただいておりまし

て、また、非指定事業者さんに関しましては、全ての事業者とは限らないですけれども一

定数からいただいてございます。 

 また、いただいていない事業者さんに関しましては、総務省が公表しているリストの中

で、使用状況報告をいただけていない事業者といったところで公表しているところでござ

います。 

 以上となりますけれども、御回答になっておりますでしょうか。 

【大谷主査代理】  ありがとうございました。実際に指定事業者、それから認定事業者

のリストも拝見して申し上げているんですけども、みなし認定の場合に全数を把握できて

いないということもありまして、使用状況の全体的な透明化とか可視化には、まだまだ課

題があるのではないかなというふうに考えております。 

 そうであっても、今回の制度改定というのは一定の効果をもたらすものだと思いますの

で、事業者にとって、特に卸でサービスをしている事業者にとって一定の負担になるとし

ても、使用状況報告をしっかり発行していただくためにどうしたらいいのかということに

ついては、引き続き考えていく必要があるのではないかなと思っておりますので、これか

ら制度の具体的な検討が進むと思いますけれども、その中で併せて、事業者にとって過度

な負担とならないまでも十分な報告が受け取れて、それによって使用状況が確認できる仕

組みを考えていくことが必要ではないかなと思っております。 

 私からは以上でございます。 

【森主査】  大谷さん、ありがとうございました。重要な御指摘をいただいたと思いま

す。 

 それでは、野口先生、お願いいたします。 

【野口構成員】  一橋大学の野口でございます。本日も参加をさせていただいてありが

とうございます。私からは、大変形式的な点になるので、その前に、これまで非常にイン

テンシブに大変密度の濃い議論をさせていただいていた、あの難しい内容を、今回報告書

案と概要という形で適切におまとめいただいたことに御礼を申し上げます。 

 その上で、今日見せていただいている資料７－１と７－２の関係なんですが、これ、７
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－１が報告書の本体で、７－２は概要とつけていただいていますけれども、いろいろなと

ころに説明資料として上がる場合には、セットで提示されていくものになるのでしょうか

というのが、まず確認をしたい点です。よろしくお願いします。 

【森主査】  ありがとうございます。 

 いかがでしょうか。まあ、そうなんだろうと思うんですけれども。 

【平松番号企画室長】  事務局の平松です。野口先生、御質問いただきましてどうもあ

りがとうございます。 

 基本的に、こちらは本体が７－１の縦書きのワーキング報告書でございまして、今こち

らは非常に文章が長いので、これを全部読み上げていくと時間がかかる関係上、資料７－

２で、概要というものでパワーポイントの横書きのものを御用意させていただいておりま

して、基本的にセットで提示していくことが基本になってまいります。 

 また今回、こちらの審議会で議論いただきまして、今後、審議会の中で報告して議論し

ていくことになっていくんですけども、最終的にパブリックコメントをかけていくことも

想定してございますが、その時にも、パブリックコメントの対象は基本的に縦書きのワー

キング報告書の資料７－１のほうが対象になってくるというところで、本体は７－１とい

うところで、その上で、簡潔的に説明しやすいように７－２を御用意させていただいてい

るというような関係性になります。 

 以上です。 

【野口構成員】  ありがとうございます。そうだろうなと思ったので、ここからはコメ

ント兼リクエストなんですけれども、報告書の本体と、それから今日提示していただいて

いる概要と、それからあと総務省のホームページに載せていただいている議事概要、議事

録というのが、このワーキングに関わる３つの文書になると思うので、それぞれのリンケ

ージが見える形になっているといいなということです。 

 すごく分かりやすく言うと、例えば概要版は、本体の報告書でいうと何ページに書いて

あることをこの概要のペーパーでまとめているのかという、例えば本体のページとかライ

ンを打っていただくとか、あと、本体については既に幾つか脚注をつけていただいている

んですけれども、例えば関係団体にヒアリングを行ったところとか、幾つかヒアリングを

行ったらこんな意見が出てきたみたいな記述があるんですけれども、これがワーキングの

何回目の議論の中でのヒアリングなのかが分かるように、もう少し詳しめに注を打ってい

ただいたりするとよいのかなと思い、資料を見て、今回のワーキングでどんな議論があっ
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たのかということをトレースされる方も少なからずおられると思うので、なるべく、どこ

の回で議論したことが本体だと何ページにあって、概要にはそれが何ページでまとめられ

ているという、それぞれのリンケージが少し出てくるとよいのかなと。 

 もう、かなりの成案に固まっているので、この段階でお願いを申し上げるのは大変心苦

しいのですけれども、入れていただける、気づけるところがあるなら、工夫をして入れて

いただけるといいのかなと思いました。 

 私からは以上です。ありがとうございました。 

【森主査】  御意見ありがとうございました。 

 いかがでしょうか。もしかすると結構な作業量になっちゃうかもしれないかなと思いな

がら伺っていて。 

【平松番号企画室長】  事務局の平松でございます。野口先生、貴重な御意見いただき

まして、どうもありがとうございます。 

 基本的に、多分概要のほうに本体のページをつけていくということと、あとヒアリング

のところで、今おっしゃっていただいたような何回目という時点が分かるような形がメイ

ンなところだと思っておりまして、その点、可能なところ、できる限りで、見直しさせて

いただきまして追記を試みたいと思っております。 

 以上です。 

【野口構成員】  ありがとうございます。よろしくお願いいたします。 

【森主査】  ありがとうございました。 

 それでは、様々な御意見、御質問をいただきましてありがとうございました。もし何か

追加的なことがございましたら、改めて事務局にいただければと思いますが、最後に議題

２、その他に移りたいと思います。事務局から御説明をお願いいたします。 

【事務局】  事務局でございます。本日は御議論のほうをいただきましてありがとうご

ざいました。 

 本ワーキンググループの報告書ですけれども、今後、親会である電気通信番号政策委員

会に報告させていただきまして、同委員会におきまして議論をいただく予定となってござ

います。 

 その後ですけれども、同委員会から、さらに電気通信事業政策部会のほうに報告させて

いただきまして、同部会において御議論いただいた上で、意見公募の実施をさせていただ

くというような予定となってございます。 
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 今後のワーキンググループの日程等に関しましては、また別途、御案内をさせていただ

ければと思います。 

 事務局からは以上となります。 

【森主査】  ありがとうございました。 

 先ほど報告書（案）について御議論いただきましたけれども、こちらの報告書（案）に

つきましては私のほうで預からせていただきまして、必要に応じて修正を行った上で、上

の検討会、電気通信番号政策委員会に報告をさせていただきたいと思っております。よろ

しくお願いします。 

 そのことも含めて、全体を通して何かございましたらいただきたいと思いますが、いか

がでございましょう。 

 よろしいですかね。ありがとうございました。 

 それでは、以上をもちまして、本日の電気通信番号の犯罪利用対策に関するワーキング

グループ、第７回会合を閉会いたします。 

 皆様、お忙しいところ御出席いただきまして、また、活発な御意見、御質問いただきま

して、誠にありがとうございました。 

 

 


